
緊急防災・減災事業債の活用について 

 

参考資料２ 

【情報提供】 

 各減災協議会において、「水防災意識社会の再構築に向けた緊急行動計画」（国土交通
省）に基づき、「地域の取組方針」（概ね５年で実施するハード・ソフト対策の取組項目）の
策定が進められ、または策定されたところです。 

その緊急行動計画の実施施策のうち、 
 ・「危機管理型水位計・河川監視用カメラの整備」（本資料２ページ） 
 ・「市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実（耐水化、非常用 
  発電等の整備）」（本資料３ページ） 
について、市町村で実施するあたり、活用可能な事業について情報提供紹介いたします。 

 内閣府より「各県消防防災主管部長」宛て、「平成29年7月九州北部豪雨災害を踏
まえた避難に関する今後の取組について（平成29年12月8日）」（添付①通知文書）
が発出され、 

●（１）水位計、監視カメラ等の設置（①通知文書5ページ）において、「機器の整 
  備は、緊急防災・減災事業者委の対象事業」 
●②非常用電源の確保及び稼働訓練の実施（ ①通知文書10ページ）において、 
  「非常用電源の整備等は、緊急防災・減災事業債の対象事業」 
と記載され、積極的な活用について、技術的助言がされております。 

以上より、減災協議会の構成員である市町村の取組推進にあたり活用願います。  
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